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Ⅱ．法令解釈指針・事例  

２．個人情報取扱事業者の義務等  

（５） 保有個人データに関する事項の公表、保有個人データの開示・訂正・利用停
止等 （法第２４条～第３０条関連）  

4) 保有個人データの利用停止等（法第２７条関連）  

法第２７条第１項  

個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第１６条の

規定に違反して取り扱われているという理由又は第１７条の規定に違反して取得されたも

のであるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以下この条に

おいて「利用停止等」という。）を求められた場合であって、その求めに理由があることが

判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有個人データの

利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等に多額の

費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益

を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。  

 

法第２７条第２項  

個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第２３条第

１項の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人データ

の第三者への提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があることが判明し

たときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。

ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の

第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必

要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。  

 

法第２７条第３項  

個人情報取扱事業者は、第１項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しく

は一部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたと

き、又は前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第三

者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、

本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。  

 

個人情報取扱事業者は、本人から、手続違反
※１

の理由により保有個人データの利用

停止等
※２

が求められた場合には、原則
※３

として、当該措置を行わなければならない。

なお、利用の停止等を行った場合には、遅滞なく、その旨を本人に通知
※４

しなければ

ならない（１．(4)※電話帳、カーナビゲーションシステム等の取扱いについての場合

を除く。）。  
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※１「手続違反」とは、同意のない目的外利用、不正な取得、又は同意のない第三者提供をいう。  

※２「利用の停止等」とは、保有個人データの利用の停止、消去又は第三者への提供の停止をいう。  

※３「原則」…違反を是正するための必要な限度を超えている場合や手続違反である旨の指摘が正しく

ない場合には、利用の停止等を行う必要はない。ただし、その場合には、遅滞なく、利用の停止等を

行わない旨を本人に通知しなければならない。  

※４「本人に通知」については、１．(7)参照。  


